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魚津市子ども・子育て支援事業計画骨子案についての検討資料 

１ 子ども・子育て支援法に基づく基本指針 

国では、子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な指針を策定する

ことが定められており（子ども・子育て支援法第 60 条）、また、市町村は国の定める基本指針に

即して、５年を１期とする市町村子ども・子育て支援事業計画を定めるものとされています（子

ども・子育て支援法第 61条）。 

 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画の記載事項 

市町村子ども・子育て支援事業計画は、基本的に、幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支

援について、市町村が定める区域ごとに、５年間の計画期間における「量の見込み」「確保の内容」

「実施時期」を記載します。 

基本指針では、市町村子ども・子育て支援事業計画において定めなければならない「必須記載

事項」と、地域の実情に応じて定めることとする「任意記載事項」が規定されています。 

 

 

市町村子ども子育て支援事業計画の作成に関する基本的記載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する必須記載事項＞ 

１．教育・保育提供区域の設定に関する事項 

２．各年度における教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制

の確保の内容及びその実施時期に関する事項 

３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項 

４．子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関

する体制の確保の内容に関する事項 

 

＜市町村子ども・子育て支援事業計画の作成に関する任意記載事項＞ 

１．産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の円滑

な利用の確保に関する事項 

２．子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連

携に関する事項 

３．労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするための必要な雇用環境の整

備に関する施策との連携に関する事項 
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３ 魚津市子ども・子育て支援事業計画の体系 

 

■次世代育成支援魚津市行動計画            ■（仮称）魚津市子ども・子育て支援事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 行動計画の策定にあたって 
１ 行動計画策定の背景と趣旨 

２ 計画の位置づけ 

３ 行動計画の期間 

４ 行動計画の内容 

５ 行動計画策定のための組織 

第２章 少子化の現状 
１ 国の少子化の現状 

２ 本市の少子化の現状 

資料（魚津市、富山県の人口に関するデータ） 

（１）魚津市の人口と世帯数推移 

（２）魚津市の年齢３区分推移 

（３）魚津市の 15 歳以下の年齢別人口 

（４）魚津市の出生数年次推移 

（５）魚津市の合計特殊出生率推移 

（６）魚津市の平成 21～26 年の推計人口 

第３章 行動計画の基本的な考え方 
１ 基本理念 

２ 基本方針・施策目標 

第４章 施策の展開 
行動計画の施策の体系 
基本方針１ 子育てを支える地域をつくる 
基本方針２ 母と子の健康を支える 
基本方針３ 子どもの生きる力を育む 
基本方針４ 安心して子育てできる街をつくる 
基本方針５ 子育てと仕事の両立を支える 
基本方針６ 子どもと親の生活を支える 

資料編 

第１章 計画策定にあたって 
１ 計画策定の背景と趣旨 
２ 計画の法的根拠と位置づけ 
３ 計画の期間 
４ 策定体制 

第２章 魚津市の子ども・子育てを取り巻く

現状 
１ 統計による魚津市の状況 
２ 意識調査結果の概要 
３ 魚津市次世代育成支援行動計画（後期）の評価 
４ 現状・課題のまとめと今後の方向性 

第３章 計画の基本理念と施策の展開 
１ 計画の基本理念 
２ 計画の基本方針・施策目標 
３ 施策体系 

第４章 施策の展開 
【必須記載事項】 
【任意記載事項】 

第７章 推進体制 
（１）計画の推進に向けて 
（２）家庭での行動目標 
（３）地域・事業所等での行動目標 

資料編 

第５章 成果指標の設定 

第６章 幼稚園・保育園の規模適正化 
・地区ごとの施設の状況 

・施設再編の方向性 
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第１１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

以下、未定稿です。 

わが国の出生数は年々減少しており、少子・高齢化が進んでいます。一方で、経済状況や

女性の社会進出の拡大を背景に、結婚・出産後も働き続けることを希望する女性が増加して

おり、都市部では多くの待機児童が存在しているなど、低年齢時からの保育の必要性が高ま

っています。また、核家族化の進展や地域のつながりの希薄化により、祖父母や近隣の住民

などから、子育てに関する助言や支援、協力を得ることが困難な状況となっており、不安や

困難を抱える保護者への包括的な対応が求められるなど、子育てをめぐる地域や家庭の状況

は変化し続けています。 

国では、少子化対策として平成 15年に制定された「次世代育成支援推進対策法」に基づき、

総合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、

新たな支援制度を構築していくため、平成 22 年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定、

子ども・子育て新システム検討会議の設置を皮切りに、幼保一体化を含む新たな次世代育成

支援のための包括的・一元的なシステムの構築について検討が始まりました。平成 24年には、

認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の新たな給付や、認定こども園法の改善などが

盛り込まれた「子ども・子育て関連３法」が制定されました。新たな制度のもとでは、「子ど

もの最善の利益」が実現される社会をめざすとの考えを基本に、制度、財源を一元化して新

しい仕組みを構築し、子どもの幼児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、

家庭における養育支援等を総合的に推進していくことがめざされています。 

本市は、平成 21 年度に「魚津市次世代育成支援行動計画（後期）」を策定し、市民、事業

所、行政の協働による子育て環境の整備に取り組んできました。その一方で、少子化による

保育所の統廃合や民営化の問題、また、女性の社会進出や共働きの増加による低年齢児保育

ニーズの増大など、本市においても子ども・子育てを取り巻く環境は大きく変化しています。 

以上のことを踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境

を整備することを目的に、本計画を策定しました。 

 

 

２ 計画の法的根拠と位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画です。

なお、本計画は、少子化解消推進対策とも深く関わりを持つため、次世代育成支援法に基づ

く「魚津市次世代育成支援行動計画（後期）」の考え方を継承するものとします。 

また、本計画は、上位計画である「魚津市総合計画」や、その他関連計画との整合を図り

策定しています。 
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３ 計画の期間 

 本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年とします。計画最終年度であ

る平成 31年度には計画の達成状況の確認と見直しを行います。 

 

４ 策定体制 
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8,410 7,124 6,379 6,060 5,620

33,654 32,504 30,612 28,845 26,725

7,430 8,688 10,145 11,358 12,440

49,494 48,316 47,136 46,263 44,785

0

20,000

40,000

60,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

０～14歳 15～64歳 65歳以上

（人）

17.0

14.7 13.5 13.1 12.5

68.0 67.3 64.9 62.4
59.7

15.0

18.0 21.5 24.6 27.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

０～14歳 15～64歳 65歳以上

（％）

754 
938 

1,055 
1,034 

999 
1,040 

1,226 
1,625 

1,729 
1,339 

1,204 
1,291 

1,801 
1,624 

1,349 
1,052 

773 
389 

143 

0 500 1,000 1,500 2,000 

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男性

（人）
774 

851 
954 
964 

857 
949 

1,100 
1,476 

1,575 
1,326 

1,136 
1,342 

1,908 
1,763 

1,598 
1,452 

1,282 
894 

579 

0 500 1,000 1,500 2,000 

女性

（人）

第２２章 魚津市の子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 統計による魚津市の状況 

（１）人口・世帯の状況 

年齢３区分別人口の推移をみると、平成２年から平成 22 年にかけて、総人口は減少し続け

ています。年少（０～14 歳）人口、生産年齢（15～64 歳）人口が減少しているのに対して、

高齢（65 歳以上）人口は増加を続けており、平成 22 年で高齢化率（高齢者人口割合）は 27.8％

となっています。 

人口ピラミッドをみると、いわゆる団塊の世代、団塊ジュニアの世代が多くなっているの

に対し、20 歳代の若い世代は少なく、今後の出生数の大幅な増加は見込めない状況です。 

 

■年齢３区分別人口の推移                  ■年齢３区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口ピラミッド（平成 25 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                      資料：国勢調査 

資料：住民基本台帳 
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13,779 14,352 14,862 15,525 15,873

3.59 
3.37 

3.17 
2.98 

2.82 

0.00 

1.00 

2.00 

3.00 

4.00 

0

10,000

20,000

30,000

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

世帯数 １世帯あたり人員数

（世帯） （人）

53.8 

53.0 

53.6 

53.7 

54.6 

32.7 

30.3 

27.3 

23.7 

20.1 

0.1 

0.1 

0.2 

0.3 

0.4 

13.4 

16.6 

18.9 

22.3 

25.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

平成２年

平成７年

平成12年

平成17年

平成22年

核家族世帯 核家族以外の親族世帯

非親族を含む世帯 単独世帯

（％）

 世帯数・１世帯あたり人員数の推移をみると、平成２年から平成 22 年にかけて、世帯数は

増加し続けています。一方で、１世帯あたり人員数は減少しており、平成 22 年で 2.82 人と

なっており、世帯規模が縮小していることがうかがえます。 

家庭類型別世帯割合の推移をみると、単独世帯の割合が大きく増加している一方で、核家

族以外の親族世帯では減少しています。 

 核家族世帯の内訳をみると、出生数の減少や高齢化の進行に伴い、「夫婦のみの世帯」の割

合が増加し、「夫婦と子どもからなる世帯」の割合は減少しています。また、ひとり親世帯も

年々増加しています。 

 

■世帯数・１世帯数あたり人員数の推移            ■家族類型別世帯割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■核家族世帯の内訳                                               単位：％ 

 平成２年 平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 

夫婦のみの世帯 25.0  28.9  31.9  34.0  34.0  

夫婦と子どもからなる世帯 62.4  57.5  53.5  50.4  49.1  

ひ
と
り

親
世
帯 

男親と子どもから 

なる世帯 
2.0  2.3  2.3  2.1  2.4  

女親と子どもから 

なる世帯 
10.6  11.3  12.3  13.5  14.5  

資料：国勢調査 

 

 

 

資料：国勢調査                         資料：国勢調査 
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91.2 91.6 91.6 93.0 94.4 

59.1 
66.7 66.8 70.3 72.4 

29.0 
34.4 

44.2 47.0 47.6 

19.8 
21.6 

26.6 
32.7 37.6 

3.9 
5.8 7.6 9.2 12.7 

0.0 

25.0 

50.0 

75.0 

100.0 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

20～24歳 25～29歳
30～34歳 35～39歳
40歳以上

（％）

82.4 85.8 86.1 87.3 86.0 

32.6 
43.2 

51.0 54.3 
58.7 

8.1 
14.4 

22.4 
29.5 

32.8 

4.8 
6.1 

10.9 
16.3 22.1 

2.5 2.9 
3.0 3.6 4.8 

0.0 

25.0 

50.0 

75.0 

100.0 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

20～24歳 25～29歳
30～34歳 35～39歳
40歳以上

（％）

26,333 25,896 25,411 24,687 23,607 

957 1,093 1,362 1,578 1,727 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

有配偶 離別

（人）

（２）婚姻の状況 

有配偶者、離別者数の推移をみると、「有配偶」の人数は減少傾向にあり、一方で、「離別」

の件数は増加しています。 

未婚率の推移の状況をみると、男女ともに未婚率はいずれの年代でも増加しており、男性

では特に 35～39 歳、女性では特に 25～29 歳で増加割合が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■有配偶者・離別者数の推移 

■未婚率の推移（男性）                      ■未婚率の推移（女性） 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査                        資料：国勢調査 
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327 289 297 277 265 254 243 233 223 217

343 331 292 296 277 265 254 243 233 223

355 330 329 292 296 277 265 254 243 233

334 345 331 332 295 298 281 268 257 246

379 335 343 331 332 295 298 281 268 257

393 
375 327 345 333 334 297 300 284 270

2,131 
2,005 1,919 1,873 1,798 1,723 1,638 1,579 1,508 1,446 

4.7 4.5 4.3 4.2 4.1 4.0 3.8 3.7 3.6 3.5 

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

5.0 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

0歳児 1歳児 2歳児 4歳児 5歳児 ５歳以下人口割合

（人） （％）

（３）児童数・出生の状況 

 ５歳以下人口の推移と推計をみると、平成 22年から平成 31 年にかけて、約 32.1％減少す

る見込みとなっています。 

 

■５歳以下人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実績値   推計値  

資料：こども課 
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1.44

1.32

1.44

1.32

1.46

1.38 1.37

1.42

1.37

1.42

1.37 1.37
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1.39
1.41

1.25 

1.38 

1.50 

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

市 県 国

（％）

0.3

0.9

0.7

1.4

2.0
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10.2

13.4

10.2

9.4

29.3

30.2

25.7

27.0

32.2

42.8

36.1

36.5

33.0

29.5

14.7

20.4

21.5

22.8

24.8

1.7

2.2

2.3

5.6

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年
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平成24年

19歳以下 20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳 40歳以上

348 324 307 285 298
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7.2 

6.9 6.4 6.8 

8.0 7.8 7.6 7.3 7.4 

8.7 8.5 8.5 8.3 8.2

0.0 
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0

200

400
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平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

出生数 出生率（市）

出生率（県） 出生率（国）

（人） （％）

出生数・出生率の推移をみると、出生数は平成 20 年から平成 23 年にかけて減少している

ものの、平成 24 年には増加し、298 人となっています。出生率もそれに伴い、平成 23 年ま

では減少傾向しており、全体でみても国や県より低い値で推移しています。 

合計特殊出生率の推移をみると、増減を繰り返しているものの、平成 20年と比較して、平

成 24 年では若干高い数値となっています。また、平成 20 年、平成 22 年、平成 24 年では国・

県より高い値となっています。 

母親の年齢別出生割合の推移をみると、平成 20 年から平成 24 年にかけて、30 歳代前半で

は減少しているものの、30 歳代後半で増加がみられます。 

 

■出生数・出生率の推移                    ■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態調査・健康センター               資料：人口動態調査・健康センター 

資料：人口動態調査 

■母親の年齢別出生割合の推移 
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国 県 市

（％）

11.9 

77.8 

83.6 
79.6 

82.8 85.4 86.1 
82.5 

75.4 

57.1 

16.6 

0.0 

25.0 

50.0 

75.0 

100.0 

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65歳

以上

平成12年 平成17年 平成22年

（％）

（４）女性の就労の状況 

女性の労働力率をみると、20 歳代後半から 30 歳代前半にかけて、出産や育児等のために

仕事を中断する女性が多いことを示す「Ｍ字カーブ」を描いているものの、国・県と比較す

ると、県と同様、Ｍ字の谷の部分が浅くなっています。県と比較しても魚津市は特に女性の

労働力率が高くなっています。一方で、女性の労働力率を平成 12 年・平成 17 年と比較する

と、Ｍ字の谷の部分が若干あがってきているものの、大きな変化はみられません。 

 

■女性の労働力率（H22 国・県比較）                  ■女性の労働力率（魚津市 H12・H17・22 比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査                        資料：国勢調査 
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8 7 5 12 11
65 50 59 41 53

89 87 79 98 61

115 125 108 95 114

151
119 126 111 91

136
155

120 123
108

564 543
497 480

438

0 

200 

400 

600 

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

０歳児 １歳児 ２歳児 ４歳児 ５歳以上児

（人）

20 28 29 23 29
109 123 121 127 130
135 152 161 165 159

215 168 184 191 185

202 221 170 181 202

205 200 217 170 185

886 892 882 857 890

0 

250 

500 

750 

1,000 

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

０歳児 １歳児 ２歳児 ４歳児 ５歳以上児

（人）

（５）保育所、幼稚園の状況 

 保育所・幼稚園入所児童数の推移をみると、出生数の減少に伴い、保育所・幼稚園ともに

入所児童数は減少しており、特に幼稚園で減少割合が大きくなっています。 

 保育所の状況をみると、公立保育所の民営化に伴い、公立保育所では大きく入所児童数が

減少しているのに対し、私立保育所では横ばいとなっています。年齢別にみると、公立保育

所では、０歳を除くすべての年齢で減少している一方で、０歳児数は増加しています。私立

保育所では、特に３歳未満児の増加割合が大きくなっています。 

幼稚園の状況をみると、公立・私立ともに年によりばらつきはあるものの、全体として減

少傾向となっています。 

 

■保育所・幼稚園入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公立保育所入所児童数の推移                 ■私立保育所入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,489
1,562 1,562

1,518 1,491
1,450 1,435

1,379
1,337 1,3281,400 

1,600 

1,800 
（人）

138 108 118 119 120 107 102 112 98 89

0 

200 

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

保育所入所児童数 幼稚園入所児童数

資料：こども課（保育所…各年４月１日 幼稚園…各年５月１日） 

資料：こども課（各年４月１日） 資料：こども課（各年４月１日） 
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■公立幼稚園入所児童数の推移                 ■私立幼稚園入所児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 意識調査結果の概要 

意識調査の結果を抜粋で掲載します。 

 

３ 魚津市次世代育成支援行動計画（後期）の評価 

次世代育成支援行動計画（後期）の達成状況を掲載します。 

 

４ 現状・課題のまとめと今後の方向性 

１～３の内容を踏まえ、現状・課題のまとめと今後の方向性を示します。 

 

資料：こども課（各年５月１日） 資料：こども課（各年５月１日） 
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第３３章 計画の基本理念と施策の展開 

１ 計画の基本理念 

国では、「子育ての第一義的な責任は保護者にある」という考え方のもと、子育てを社会全体で

支えていくための環境整備を進めていく方針を打ち出しています。 

本市においても、少子化が進んでいるなか、子どもの健やかな育ちを支えるとともに、保護者

一人ひとりの希望が叶えられる社会を実現していくためには、「保護者のニーズに対応した子育て

支援の充実による“少子化対策”」という視点、「子どもにとっての幸せを念頭に置いた“子育て

環境の整備”」という視点の、両者の視点から子育て支援を充実していくことが大切です。 

本計画の前身にあたる「魚津市次世代育成支援行動計画」の中では、「ともに育み ともに育つ 

元気な“うおづっ子”」のスローガンのもと、家庭・地域・企業が一体となって子育ての総合的な

取り組みを推進してきました。 

この流れを継承しつつ、社会全体での子育て環境をより一層充実していくことを目的に、本計

画の基本理念を掲げます。 

 

 

 

 

２ 計画の基本方針・施策目標 

 

３ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

魚津市次世代育成支援行動計画（後期）の基本理

念や、魚津市の総合計画や関連計画、国の方向性

などを踏まえ検討します。 
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第４４章 施策の展開 

※以下、国の資料を基にした参考資料です。 

【必須記載項目】 

 

１．教育・保育提供区域の設定に関する事項 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．各年度における教育・保育の量の見込み、実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容、そ

の実施時期に関する事項 

（１）各年度における教育・保育の量の見込み 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号 
３－５歳、幼児期の学校教育(以下「学

校教育」という)のみ 
幼稚園、認定こども園 

２号 ３－５歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園 

３号 ０－２歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

 

 

 

 市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、

教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校区単

位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移

動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定める必要がある。その

際、教育・保育提供区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となる

ことを踏まえて設定すること。 

・当該市町村に居住する子どもについて、「現在の認定こども園、幼稚園、保育所、保育ママ、

認可外保育施設等の利用状況」に、「利用希望」を踏まえて設定。 

・認定の区分(※)に加え、０歳、１－２歳、３－５歳の３区分で設定する。 

※待機児童の中心である０－２歳の子どもの保育利用率について、国が目標値設定の考え方を

提示し、各市町村が計画期間内における目標値を設定。 

※量の見込みの設定に関して社会的流出入の動向等を勘案することも可。この場合には、その積

算根拠などについて透明性の確保が必要。（地方版子ども・子育て会議等における議論など） 
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 １年目 ２年目 ３年目  
３－５歳 
学校教
育のみ 

３－５歳 
保育の
必要性

あり 

０－２歳 
保育の
必要性

あり 

３－５歳 
学校教
育のみ 

３－５歳 
保育の
必要性

あり 

０－２歳 
保育の
必要性

あり 

３－５歳 
学校教
育のみ 

３－５歳 
保育の
必要性

あり 

０－２歳 
保育の
必要性

あり 

①量の見込み（必要利用定員総数) ３００人 ２００人 ２００人 ３００人 ２００人 ２００人 ３００人 ２００人 ２００人 

② 

確保 

の 

内容 

認定こども園、幼稚園、保育所 

（教育・保育施設） 
３００人 ２００人 ８０人 ３００人 ２００人 １５０人 ３００人 ２００人 １５０人 

地域型保育事業 (※２)   ２０人   ３０人   ５０人 

②－① ０ ０ ▲１００

人 

０ ０ ▲２０人 ０ ０ ０ 

 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

 
（２）実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

（掲載イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の

提供体制の確保の内容及びその実施時期に関する事項 

（１）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

【地域子ども・子育て支援事業】 

① 利用者支援（新規）  ② 地域子育て支援拠点事業 

③ 妊婦健診   ④ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑤ 養育支援訪問事業  ⑥ 子育て短期支援事業 

⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

⑧ 一時預かり  ⑨ 延長保育事業 

⑩ 病児・病後児保育事業 ⑪ 放課後児童クラブ 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規） 

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規） 

 

○市町村は、教育・保育提供区域ごとに、設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・

保育施設(※１)及び地域型保育事業(※２)による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を

設定。 

・ 教育・保育施設(※１)、地域型保育事業(※２)の別に設定。 

※保護者の就労状況やその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れるための体制確保、地域

の教育・保育施設の活用等も勘案し、現在の幼児期の学校教育・保育の利用状況や利用希

望を十分に踏まえた上で設定。 

○各年度における教育・保育提供区域ごとの地域子ども・子育て支援事業の量の見込みについ

ては、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成しようとするときにおける当該市町村に居

住する子ども及びその保護者の理域子ども・子育て支援事業に概要する事業の利用状況及び

利用希望把握調査等により把握する利用希望を踏まえて作成すること。 
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（２）実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

（掲載イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の

確保の内容に関する事項 

 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市町村は、設定した「量の見込み」に対応するよう、事業ごとに地域子ども・子育て支援事業の確保

の内容及び実施時期（確保方策））を設定。 

○放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、児童館や放課後子ども教室等との連携に努める。 

地域子育て支援拠点事業 １年目 ２年目 ３年目 

①量の見込み ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） 

②確保の内容 ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） ３０００人（10 か所） 

②－① ０ ０ ０ 
 

放課後児童健全育成事業 １年目 ２年目 ３年目 

①量の見込み ８００人(20 か所) ８００人(20 か所) ８００人(20 か所) 

②確保の内容 ６００人(16 か所) ７００人(18 か所) ８００人(20 か所) 

②－① ▲２００人(4 か所) ▲１００人(2 か所) ０ 

 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

○認定こども園の設置数、設置時期その他認定こども園の普及に係る考え方（認定こども園を普及さ

せる背景や必要性等） 

○質の高い幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の役割及びその推進方策 

○幼児期の学校教育・保育と小学校教育（義務教育）との円滑な接続（保幼小連携）の取組の推進 

○保幼小連携、０～２歳に係る取組と３～５歳に係る取組の連携 



26.3.10 魚津市子ども・子育て会議資料④ 
 

17 
 

【任意記載項目】 

任意掲載項目については、「次世代育成支援魚津市行動計画後期計画」の流れを引き継ぎながら、

市の関連計画と重複して掲載している部分については整理して掲載していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜必須記載事項＞ 

◎教育・保育提供区域の設定 

◎各年度における幼児期の学校教育・保育
の量の見込み、提供体制の確保の内容、
実施時期 

◎地域子ども・子育て支援事業の量の見込
み、提供体制の確保の内容、実施時期 

◎幼児期の学校教育・保育の一体的提供、
当該学校教育・保育の推進に関する体制
の確保の内容 

基本方針 

１ 子育てを支える地域をつくる 

 ①地域における子育て支援の充実 
 ②保育サービスの充実 
 ③子育て支援のネットワークづくり 
 ④ボランティア活動の推進 

２ 母と子の健康を支える 

 ①子どもや母親の健康の確保 
 ②「食育」の推進 
 ③思春期保健対策の充実 
 ④小児医療の充実 

３ 子どもの生きる力を育む 

 ①次世代の親の育成 
 ②子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備 
 ③家庭や地域の教育力の向上 
 ④子どもの健全育成 

４ 安心して子育てできる街をつくる 

 ①良好な居住環境の確保 
 ②安全な道路交通環境の整備 
 ③安全・安心なまちづくりの推進 
 ④犯罪等の被害に対する防止と保護の推進 

５ 子育てと仕事の両立を支える 

 ①雇用環境の整備及び啓発 
 ②家庭での子育て協力体制の推進 

６ 子どもと親の生活を支える 

 ①児童虐待防止対策の充実 
 ②子育て家庭の自立支援の推進 
 ③障がい児施策の充実 

【基本方針１】と関連 
・保育園・幼稚園規模適正化計画（策定予定） 

【基本方針２】と関連 
・魚津市健康増進計画 

・魚津市食育推進計画 

【基本方針３】と関連 
・魚津市小中学校の規模適正化計画 

 

＜任意記載事項＞ 

○産後の休業及び育児休業後における特定
教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

○子どもに関する専門的な知識及び技術を要
する支援に関する都道府県が行う施策との
連携 
・児童虐待防止対策の充実 
・母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 

・障害児など特別な支援が必要な子どもの施策の充
実 

○労働者の職業生活と家庭生活との両立が
図られるようにするために必要な雇用環境
の整備に関する施策との連携 
・仕事と生活の調和の実現のための働き方の見

直し 
・仕事と子育ての両立のための基盤整備 

魚津市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）   市町村子ども・子育て支援事業計画 

【基本方針４】と関連 
・魚津市都市計画マスタープラン 

・第二次魚津市地域福祉計画 

【基本方針５】と関連 
・魚津市男女共同参画プラン YOU&愛 2006 

【基本方針６】と関連 
・魚津市障がい者福祉計画 
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第５５章 成果指標の設定 

 計画の実効性を確保するため、客観的に進行管理を行うことができる目標数値を設定します。 
 

第６６章 幼稚園・保育園の規模適正化 

地区ごとの施設の状況や、施設再編の方向性を示します。 

 

第７７章 推進体制  

関係主体の役割を明記するとともに、推進体制図を示し、各主体の取り組みを記載します。 
 

参考資料 

  
 ・策定経過 
 ・委員名簿 
 ・子ども・子育て会議設置要綱 
 ・用語解説   等 


